
常務理事会 

（第53事業年度・第10回 

2019年１月16日常務理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

 

Ⅰ 審議事項 

１．総務委員会からの意見具申「透

明性報告書に関する要領の制定」

に関する件 

2018年11月16日開催の理事会におい

て、協会の会務報告・透明性報告に関

する検討プロジェクトチームからの報

告「協会のアニュアル・レポートの発

行について」が提案、承認された。こ

れを受けて、透明性報告書に関する要

領の制定を取りまとめた旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

２．業種別委員会からの答申に関す

る件 

(1) 電気事業連合会「期末日時点に

おける電気料金の見積りに関する

監査上の取扱いについて」に対す

る意見について 

(2) 日本ガス協会「期末日時点にお

けるガス料金の見積りに関する監

査上の取扱いについて」に対する

意見について 

2018年７月31日付けで、電気事業連

合会から照会のあった「期末日時点に

おける電気料金の見積りに関する監査

上の取扱いについて」及び2018年８月

22日付けで日本ガス協会から照会のあ

った「期末日時点におけるガス料金の

見積りに関する監査上の取扱いについ

て」に対する協会意見を取りまとめた

旨提案があり、審議の結果、それぞれ

提案どおり承認された。 

 

Ⅱ 報告事項 

１．海外会計・監査調査研究基金資

産（岡本ファンド）に関する件 

(1) 2018年度海外派遣報告について 

(2) 2019年度海外派遣の実施につい

て 

2018年８月27日から31日にかけてシ

ンガポールで実施された海外会計・監

査調査研究基金資産（岡本ファンド）

による海外派遣概要及び2019年度海外

派遣の実施について報告があった。 

 

このほかの主な審議・報告事項は次

のとおりです。 

○ＩＴ委員会からの答申『ＩＴ委員会

研究報告「次世代の監査への展望と

課題」及び「公開草案に対するコメ

ントの概要及び対応」』に関する件 

○公会計委員会からの答申『「「「国

立大学法人会計基準」及び「国立大

学法人会計基準注解」に関する実務

指針」の一部改訂について」及び「公

開草案に対するコメントの概要及び

対応」の公表』に関する件 

○協会出版局発行出版物「会計監査六

法シリーズ」の刊行に関する件 

○会計基礎教育推進会議の部会設置等

に関する件 

 

理事会 

（第53事業年度・第10回 

2019年１月17日理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

 

Ⅰ 会長報告 

関根会長から、金融庁「会計監査に

ついての情報提供の充実に関する懇談

会」の開催、閣議決定「平成31年度税

制改正の大綱」に対する会長コメント

の公表、関係省庁から2018年12月28日

に公表された「事業報告等と有価証券

報告書の一体的開示のための取組の支

援について」、漁業協同組合監査関連

法令の整備、第22回本部役員選挙の実施

予定、協会書籍の発行予定、賀詞交歓パ

ーティーの開催、実務補習所での特別講

義、地域会の賀詞交歓会及び会務報告会

の開催日程、新春全国研修会の案内につ

いて会則第95条に基づく報告があり、協

議を行った。 

 

Ⅱ 報告事項 

１．会計監査についての情報提供の充

実に関する懇談会会議報告に関する

件 

2018年12月20日に開催された会計監査

についての情報提供の充実に関する懇談

会について、報告があった。 

２．企業会計基準委員会審議事項に関

する件 

2018年11月29日、12月13日、12月26日、

及び2019年１月11日に開催された企業会

計基準委員会審議事項について報告があ

った。 

３．監査実施状況調査（2017年度）に

関する件 

2017年４月期から2018年３月期までの

監査実施状況について、報告があった。 

４．後進育成担当常務理事からの報告

「後進育成の現状」に関する件 

実務補習の現状及び平成30年度修了考

査の受験者数等ついて報告があった。 

 

このほかの主な報告事項は次のとおり

です。 

○『「2016 年から2018 年における３月

決算上場会社の会社法監査報告書日付

の分布状況について」の公表及び2019 

年３月期決算に向けた対応に当たって』

に関する件 

○関係省庁の「事業報告等と有価証券報

告書の一体的開示のための取組の支援」

に関する件 



○JICPAリサーチラボ調査報告「会計不

正を抑止するための罰則等に関する

調査報告」に関する件 

○監査業務モニター会議活動報告に関

する件 

○国際教育基準（IES）等の翻訳完了に

関する件 

 

以 上 

（総務本部長 清水正美） 


